英語教育と行政
小泉 仁
本発表では、文部行政が外国語（英語）教育についてどのようなコンセプトを持っているかを、学習指導要領や教育課程審議会答申を通して考察し、今後の英語教育行政を展望する。

文部省の英語教育に対する認識は、教育基本法や学校教育法に述べる理念や枠組みを基にしながら、教育課程審議会、指導要領改訂、英語指導法改善懇談会、ＪＥＴプログラム、教員研修など、そのときどきの具体的な行政施策等を展開する過程で現れてくる。主なものを挙げれば、(1) 教科の枠内での英語（小学校は別として）、(2) コミュニケーション能力の重視（新指導要領での「場面・機能」への焦点）、(3) 国際性の重視（英米語から国際共通語へ）、(4) 自文化・異文化双方への理解の重視、(5) 英語が話せる人が指導すべきという視点、などが認められる。

一方、 十分認識されていないように思われるものとして、(1) 生徒個人のアイデンティティを確立するという視点で外国語教育を論じること、(2) 行政、研究者、教員の三者間での、役割分担の明確化と密接な提携の促進の必要性がある。特に、大綱としての学習指導要領を受け止め、その理念を具体化するためのシラバスを構築することの必要性については、行政と研究者、もしくは教科書著者の間で責任の分担を明確にする必要があるだろう。また(3) 英語以外の言語教育の促進、(4) 教員養成のシステムと養成担当者の充実、現職教員の再教育については、行政も重要性は認めているが、今後一層の強化を求めたい。また、(5) 大学入試を含め一元的に外国語教育改革を議論することの必要性、(6) 教員の意識変革の２点は相互に深く関わるものである。

今後、特に行政全般に期待すべきこととしては、文教予算の増額（韓国の文教予算は総額の17.1％、日本は6.9％）、継続的な教員研修サポートシステムの構築、そして、従来の学校別、教科別という枠組みにとらわれない発想で、外国語教育改革を提案することと、施策のプロセスや結果を評価するシステムを構築することが挙げられるだろう。
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